
平成 25年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

「精神疾患の有病率等に関する大規模疫学調査研究：世界精神保健日本調査セカンド」 

（Ｈ２５－精神－一般－００６） 

総括研究報告書 

 

精神疾患の有病率等に関する大規模疫学調査研究：世界精神保健日本調査セカンド 

 

主任研究者 川上憲人 東京大学大学院医学系研究科・教授 

 

研究要旨：【目的】本研究の目的は、①第１回「こころの健康についての疫学調査」（世界精神保健日

本調査ファースト）から 10 年が経過した 2010 年代半ばにおけるわが国の地域住民の精神疾患の頻度、

受診行動、関連要因、社会生活・自殺などへの影響を日本人の代表サンプルにおいて明らかにすること、

②WHO 統合国際診断面接法（CIDI）3.0 を見直しその診断評価の妥当性を明らかにすること、③精神疾患

の疫学研究に関する国際共同研究およびその行政施策への応用についての国際会議を開催しその成果を

まとめることである。【研究方法】①本年度は関東地方１都６県の 20 歳以上 75 歳未満男女 1,900 人を対

象に面接調査を行った。②双極性障害および物質関連障害についての CIDI 診断の妥当性検討を行うため

の準備を進めた。③世界精神医学会(WPA）疫学・公衆衛生セクションミーティング（以下 WPASEPH2014、会期

は2014年 10月 15-18日、開催場所は奈良市）に国内外の研究者に参加してもらい、精神疾患の疫学研究に関

する国際共同研究およびその行政施策への応用について検討するための準備を行った。【結果】①長期不在、

死亡・病気・入院などを除いた 1,750 人を母数とした回答率は 30％であった。DSM-IV-TR 大うつ病性障

害、社交不安障害の有病率はファースト調査より高かった。大うつ病性障害を経験した者の精神科医、

一般医への受診率はファースト調査の受診率の２倍以上となっていた。過去 12 ヶ月間に本気で自殺を考

えた者は全回答者の 1.2％であり、ファースト調査と同じであった。②倫理的な手続き，調査に用いる調

査票の作成，面接調査員のトレーニングを完了した。調査のフィージビリティを検討した。③

WPASEPH2014 国際委員会との協議の結果、WPA に承認されたテーマである「トラウマとメンタルヘルス」に加え、

日本において精神医学、公衆衛生学の双方の精神保健疫学への関心を高めるためのプログラムを充実させるこ

とを念頭に国内委員会を組織し、プログラム骨子をまとめた。【結論】①本年度調査は関東地方に限定した調査

であり、かつ回収率が高くないため回答者が偏った可能性があり注意が必要である。しかし 10 年前に比

べて、わが国において大うつ病性障害等がいくらか増加し、また大うつ病性障害による受診率が大幅に

改善している可能性を示している。回答率を向上させる工夫を行い、2014 および 2015 年度には国内の他

地域の調査を進めることで、2010 年代におけるわが国における精神疾患の有病率、受診率などが明らか

になると期待される。②CIDIの診断評価の妥当性検討の準備を完了し，来年度から調査を開始すること

が可能となった。③WPASEPH2014において本研究に関連したプログラムを実施することは、日本にお

ける精神医学と公衆衛生学の精神保健疫学への関心を高め、それを持続的に発展させる重要な機会にな

るため、関係する学会、団体等に広く参画を呼びかけるとともに、その成果を公表していくことが望ま

れる。 
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A. はじめに 

2002-2006 年に実施された第１回「こころの健

康についての疫学調査」（世界精神保健日本調査フ

ァースト）（主任研究者 川上憲人・東京大学大学

院医学系研究科）は、わが国の地域住民における

非精神病性精神障害の頻度、受診行動の実態を明

らかにし、こころの健康づくりに関する厚生労働

行政およびわが国の精神障害の疫学研究の発展に

大きく貢献した。例えば精神疾患の有病率の国際

比較（WHO WMH Consortium, JAMA, 2004）、子供時

代の困難が精神疾患の罹患に与える影響（Kessler

ら, B J Psychiatry, 2010）、精神疾患がその後の

社会経済状態に与える影響(Kawakami ら, Biol 

Psychiatry, 2012)、精神疾患と身体疾患の合併

(Scott ら, J Affect Dis, 2007)、精神疾患が自

殺行動に与える影響(Nock ら, B J Psychiatry, 

2009)などを明らかにし、世界の疾病負担の推定に

も貢献した(Murray ら, Lancet, 2012)。 

本研究の目的は、第１回調査である世界精神保

健日本調査ファーストから 10 年が経過した 2010

年代半ばにおけるわが国の地域住民の精神疾患の

頻度、受診行動、関連要因、社会生活・自殺行動

などへの影響を、国民から無作為抽出された日本

の代表サンプルにおいて明らかにすることである。

特に 2002-20068 年に実施されたファース調査の

結果と比較することで、この 10 年間のわが国の精

神疾患の頻度、受診行動、生活への影響、自殺行

動の頻度の変化を明らかにすることを目的として

いる。このために３年間の研究期間に、日本全国

から二段階無作為抽出により選択された 150 市町

村の 20 歳以上の地域住民から日本人の代表サン

プル約 5,000 人を抽出し、調査を実施する計画で

ある。平成 25 年度は調査項目を確定し、予備調査

を踏まえた上で、関東地方における調査を実施し

た。 

また本調査で使用される統合国際診断面接法

（CIDI）3.0 は，WHO が開発した世界的に標準化さ

れた精神疾患の構造化面接による診断評価法であ

る。CIDI は日本語版も作成され，2002 年から 2006

年に実施されたファースト調査でも使用された。

しかし CIDI 日本語版の妥当性はうつ病セクショ

ンなど一部のセクションにおいて検証されている

のみである。そのため日本語版の診断評価の妥当

性を確認しておく必要がある。本研究では、診断

が比較的困難である双極性障害および物質関連障

害について CIDI3.0 日本語版による診断評価の妥

当性を検討することとした。 

さらに世界精神保健日本調査セカンド調査と連

動して、精神疾患の疫学研究に関する国際共同研

究の推進およびその行政施策への応用についての

国際的な視点から検討し、特にアジア太平洋地域

における国際連携を構築する必要がある。世界精

神医学会(WPA）疫学・公衆衛生セクションミーテ

ィング（WPASEPH2014）が 2014 年 10 月 15-18 日に

奈良で開催されることから、この国際会議に精神

保健調査に関連する海外研究者、精神保健疫学に

関心をもつ国内研究者等に多数参加してもらい、

精神疾患の疫学研究に関する国際共同研究の推進

およびその行政施策への応用についての意見交換

を行うために、その準備を行った。 

 

B. 対象と方法 

１．世界精神保健日本調査セカンド 2013 関東地方

調査の概要と結果 

１）調査対象 

調査地域は、日本全体を３つのブロック（①関東、

②北陸・東北・北海道、③九州・西日本・中部）

に分け、各年１ブロックずつ実施する。各ブロッ

クの抽出人数は 1,600 人で、予定回答者 1,000 人

とした。平成 25 年度は、関東１都６県（東京都、

千葉県、埼玉県、神奈川県、群馬県、栃木県、茨

城県）に居住する日本国籍を持つ 20 歳以上 75 歳



未満男女 1,650 名を対象とした。また、長期不在

や、転居/空家/更地、住所不明、死亡・入院など

の状況により対象者の抽出が不可能な場合に備え、

予備サンプル 250 名（各地点５名）を抽出した。

調査地点・対象者のサンプリングおよび実査は、

入札を経て、株式会社日本リサーチセンター（NRC）

に委託して実施した。 

２）調査方法 

調査は面接調査と自己記入式調査紙を用いた留

置調査の２つの方法を用いて実施した。面接調査

には、ＷＨＯ国際統合診断面接（WHO-CIDI）3.0

版の日本語版のコンピューター版（CAPI）を用い

た。本調査では、WMHJ で使用された WHO-CIDI 3.0

版の日本語訳を見直し、国内専門家アドバイザリ

ーボードに意見を求めながら、表現等の改善を図

った。第一回調査との比較可能性を確保した上で

より正確な精神疾患の評価ができるようにするた

め、本年度の調査では修正前の質問項目と修正後

の質問項目を合わせて測定した。自己記入式調査

票は、WHO-CIDI による面接調査の時間を短縮し、

対象者の回答に伴う負担を軽減するために導入さ

れた。CAPI で実施した WHO-CIDI には精神疾患の

診断を中心とした主要な質問群が含まれており、

自己記入式調査票は本調査で新たに追加された日

本独自の項目を中心に構成された。 

３）調査員訓練 

 調査の実査は、CIDI の公式トレーナーによる研

修を受けた本研究調査会社の調査員 40 名（1地点

担当 30 名、2地点担当 10 名）が実施した。調査

員トレーニングは、計 3日間で、調査の目的と手

順、WMH-CIDI の概要、CAPI の使用法、模擬面接で

構成された。 

４）データ収集 

対象者となった個人に対し、研究協力依頼文書を

郵送し、その後調査員が対象者の自宅に訪問した

際に、再度研究の目的・内容・方法について文書

を用いて口頭で説明を行った。上記の手順により

研究協力に関するインフォームドコンセントを行

い、書面で同意が得られた者に面接調査を実施し

た。面接調査後、自己記入式調査票を対象者に手

渡しし、後日調査員が回収した。調査員が回収で

きない場合は、郵送で回収した。 

（倫理的配慮） 

本調査は、東京大学大学院医学系研究科の研究倫

理審査委員会で審査を受け、必要な修正等を行っ

た上で承認され実施された（審査番号 10131）。 

 

２．こころの健康に関する方法論の検討と改善，

統計解析 

１）調査対象 

研究全体の主幹機関によって，双極性障害を有

する患者のうち，主治医の許可が取れた患者に対

し診療時に研究の説明と協力依頼を医師の協力の

もと書面で行い，これに同意した者を対象者とし

て収集されたデータを主幹機関から提供を受けて

用いる。 

２）調査方法 

双極性障害を有する患者 40 名程度とそれと同

数の双極性障害を有しない者に対して実施された

CIDI，SCID などのデータを用いて，双極性障害の

診断評価を行う。SCID による診断をゴールドスタ

ンダードとし,CIDI による双極性障害の診断評価

の妥当性をκ係数などにより評価し，質問票の妥

当性検討を行う。さらに同時に収集されている状

態評価尺度（HAM-D，YMRS）やアドヒアランス（BMIB）

と人格傾向（TCI）のデータを用いて面接法と質問

紙法の（診断，症状の）評価が異なる場合に，そ

れを修飾する可能性因子についての検討も行う。

なお当該研究に用いるデータは研究全体の主幹機

関において個人情報を切り離すことにより連結可

能匿名化されたものを用いる。物質関連障害につ

いても，SCID による診断をゴールドスタンダード

とし CIDI 診断評価の妥当性を評価することを検

討中である。 

（倫理面への配慮） 

本研究のうち，双極性障害の診断評価の妥当性

については，独立行政法人国立精神・神経医療研

究センター倫理審査委員会の承認（承認番号：

25-512）ならびに名古屋大学医学部倫理審査委員

会の承認（承認 No. 237-4）を得て実施する。物



質関連障害の診断評価の妥当性については，来年

度に独立行政法人国立精神・神経医療研究センタ

ー倫理審査委員会に審査を申請し，承認が得られ

てから調査を開始する予定である。 

 

３．国際連携 

WPASEPH2014 ミーティングに、世界精神保健調査

に参加する海外研究者、精神保健疫学に関心をもつ

国内研究者等の参加を促し、精神疾患の疫学研究に

関する国際共同研究およびその行政施策への応用

についてのプログラムを組み込むこととして、テーマ、

プログラムの検討を行った。なお、検討に当たっては、

WPASEPH2014 の国際委員会等と連携を取るとともに、

研究分担者が国内委員会の会長を務めることにより、

プログラム全体との整合を図った。 

 

C．結果 

１．界精神保健日本調査セカンド 2013 関東地方調

査の概要と結果 

有効回答数は、面接調査が 525、自己記入式調査

票が 583 であった。予備サンプルを含めた総サン

プル数（1,900 人）のうち、長期不在や転居、死

亡などで接触できなかった者（150 人）を除く、

有効総サンプル数（母数）を 1750 人とした場合、

面接調査の回答率は 30.0％であった。 

DSM-IV-TR 精神疾患の 12 ヶ月有病率は、大うつ

病性障害（2.7％）、社交不安障害（社会恐怖）

（2.3％）、アルコール乱用(1.5％)が比較的高かっ

た。ファースト調査に比べて大うつ病性障害の有

病率はいくらか、社交不安障害の有病率は大幅に

増加していた。精神疾患を経験した者の受診率は

ファースト調査とくらべて増加していた。特に大

うつ病性障害では顕著であり、過去 12 ヶ月の経験

者のうち28.6%が精神科医を、21.4％が一般医を、

合計すると 42.9％が医師を受診していた。これは

ファースト調査での受診率の２倍以上である。こ

れと関連して大うつ病性障害では薬物療法を受け

た者の割合が増加していた。こころの健康問題へ

の意識・態度はファースト調査と大きな変化はな

かった。過去 12 ヶ月間に本気で自殺を考えた者は

全回答者の 1.2％であり、ファースト調査と同じ

であった。 

 

２．こころの健康に関する方法論の検討と改善，

統計解析 

本年度は研究実施のための準備の期間に位置づ

けられる。CIDI による双極性障害の診断評価の妥

当性検討ための調査の準備を行った。具体的には，

倫理的な手続き，調査に用いる調査票の作成，面

接調査員のトレーニングを完了した。本年度研究

により，調査の準備が完了した。 

 

３．国際連携 

WPASEPH2014 の開催期間を 2014 年 10 月 15 日

（水）～18 日（土）とし、開催場所を奈良県新公会堂

（〒630-8212 奈良市春日野町 10）とした。 

 WPA 疫学・公衆衛生セクションにおいては、すでに

WPA（世界精神医学会）に WPASEPH2014 のテーマ

を「トラウマとメンタルヘルス」にすることを報告し、その

承認を得ていた。協議の結果、WPA に承認された「ト

ラウマとメンタルヘルス」はそのまま使用することとして、

日本において、精神保健疫学への関心を高めるため

のプログラムを充実させるため、下記の取組を行うこと

とした。 

１）精神医学と公衆衛生の両者の積極的な参加協力

を得ることができるよう LC を構成するとともに、関連

する学術団体等に働きかける。 

２）10 月 16-18 日の 3 時間を IC と LC の共通シンポ

ジウムとして、後の時間帯に、LC 主導のプログラム

を設けることとした。そして、メイン会場のほか、第 2

会場を設け、2 つのシンポジウム等が同時進行でき

るようにする。また、1日のプログラムのうちの2時間

程度は日本語プログラムを設ける。 

３）一般演題の募集においては、「メンタルヘルス・ア

クションプラン2013-2020」に掲げられた4つの達成

目標を参考にする。 

 

D．考察 

１．世界精神保健日本調査セカンド 2013 関東地方

調査の概要と結果 



１）回答率と回答者の偏りについて 

本年度の調査では、回収率が 30％と高くなかっ

た。この原因として、面接時間が長かったこと、

調査テーマの「こころの健康」に対象者が拒否的

な態度をとった可能性があること、自宅で調査し

たためプライバシーの確保が難しかったこと、依

頼状の送付から訪問までに時間がかかったこと、

調査員が CAPI の使用に馴れず面接に手間取った

ことなどが考えられた。次年度以降には 50％の回

答率を達成すべく、改善を行う予定である。 

本年度調査への回答者は、性別、年齢分布はほぼ

全国の分布と同様であった。しかし一人での外出

が可能な者がほとんどであったこと、自覚的な心

身の健康度が良好な者がファースト調査よりも多

かったことから、健康な状態にある者がより多く

参加した可能性があり、その点を考慮して本調査

の結果を解釈する必要がある。また本年度調査は

関東地方に限定したものであり、精神科医療機関

などの精神保健資源が他地域よりも潤沢である条

件下での結果である点にも注意が必要である。 

２）主要な調査結果 

DSM-IV-TR診断による精神疾患の 12ヶ月有病率

では、大うつ病性障害、社交不安障害、アルコー

ル乱用の頻度が高かった。大うつ病性障害につい

てはファースト調査における 12ヶ月有病率 2.1％

から 2.7％とわずかに高かったが有意な差ではな

かった。一方、社交不安障害の有病率はファース

ト調査の 0.7％から 2.3％に３倍程度に増加して

いた。東京を含む本調査の対象者の特性によるも

のかもしれない。 

全回答者および精神疾患を経験した者における

受診行動はファースト調査とくらべて増加してい

た。特に特に大うつ病性障害ではこれが顕著であ

り、過去 12 ヶ月の経験者のうち 28.6%が精神科医

を、21.4％が一般医を、精神科医あるいは一般医

の合計では 42.9％が医師を受診していた。これは

ファースト調査受診率の２倍以上である。観察さ

れた大うつ病性障害の受診率の高さが、精神医療

機関の多い東京周辺自治体を含む本調査の特性に

よる可能性もある。しかしファースト調査では、

横浜市の回答者においても受診率は全国と比べて

高くなかった。また受診率の高さは大うつ病性障

害に特徴的であり、不安障害などの精神疾患では

その改善は明確でなかった。このことから大うつ

病性障害の受診率の高さは、過去 10 年間にわたり

行われてきた地域および医療機関におけるうつ病

の気づきと早期受診のための啓発活動の成果によ

るものである可能性が高いと考える。 

しかしながら本調査の回答率の低さ、地域が限

定されていることなどの限界を考慮し、最終的な

結論を出すには最終年度の全国調査の結果を待つ

必要がある。 

 

２．こころの健康に関する方法論の検討と改善，

統計解析 

CIDIによる物質関連障害の診断評価の妥当性検

討ための調査に関しては，研究協力者および研究

実施施設の候補を選定し，研究協力者と調査のフ

ィージビリティを検討した。その結果，調査の実

施が可能と判断し，来年度から具体的な調査の準

備を始めることとした。 

CIDIによる双極性障害の診断評価の妥当性検討

について来年度は実査を予定している。また，来

年度は双極性障害に加えて，物質関連障害のセク

ションの CIDI 診断の妥当性を評価する研究にも

着手する予定である。 

 

３．国際連携 

国民のかかえるメンタルヘルスの問題は増大して

おり、WPASEPH2014 と本研究に関連したプログラム

が、国際的な精神保健疫学の発展と、日本における

精神医学と公衆衛生学の共同研究を持続的かつ強

固に発展させる機会になること、それによって国民の

福祉に貢献していくことが期待される。 

 

E．結論 



本研究の目的は、①第１回「こころの健康につ

いての疫学調査」（世界精神保健日本調査ファース

ト）から 10 年が経過した 2010 年代半ばにおける

わが国の地域住民の精神疾患の頻度、受診行動、

関連要因、社会生活・自殺行動などへの影響を日

本人の代表サンプルにおいて明らかにすること、

②統合国際診断面接法（CIDI）3.0 による双極性

障害と物質関連障害の診断評価の妥当性を明らか

にすること、③精神疾患の疫学研究に関する国際

共同研究およびその行政施策への応用についての

国際会議を開催しその成果をまとめることである。  

①本年度は関東１都６県の 20 歳以上 75 歳未満

男女 1,900 人を対象に面接調査を行った。長期不

在、死亡・病気・入院などを除いた 1750 人を母数

とした面接調査の回答率は 30.0％であった。②双

極性障害および物質関連障害を有する患者とこれ

を有しない者に対してCIDIおよびSCIDを実施し、

CIDIによる診断の妥当性検討を行うための準備を

進めた。③WPA（世界精神医学会）疫学・公衆衛生セ

クションミーティング（2014年 10月 15-18日、奈良）に

海外研究者、精神保健疫学に関心をもつ国内研究

者等を招へいし、精神疾患の疫学研究に関する国際

共同研究およびその行政施策への応用についての

国際会議を開催するために準備を行った。 

①DSM-IV-TR 大うつ病性障害、社交不安障害の

有病率はファースト調査より増加していた。精神

疾患を経験した者の受診率はファースト調査とく

らべて増加していた。特に大うつ病性障害ではフ

ァースト調査の受診率の２倍以上となっていた。

過去 12 ヶ月間に本気で自殺を考えた者は全回答

者の 1.2％であり、ファースト調査と同じであっ

た。②倫理的な手続き，調査に用いる調査票の作

成，面接調査員のトレーニングを完了した。調査

のフィージビリティを検討した。③WPASEPH2014

の国際委員会との協議の結果、WPA に承認されたテ

ーマである「トラウマとメンタルヘルス」はそのまま使用

することとして、日本において、精神医学、公衆衛生

学の双方の精神保健疫学への関心を高めるための

プログラムを充実させることを念頭に、国内委員会、プ

ログラム骨子等をまとめ 

①本年度調査は関東地方に限定した調査であり、

かつ回収率が高くないため回答者が偏った可能性

がある。しかし 10 年前に比べて、わが国において

大うつ病性障害等がいくらか増加し、また大うつ

病性障害による受診率が大幅に改善している可能

性を示している。回答率を向上させる工夫を行い、

2014 および 2015 年度には国内の他地域の調査を

進めることで、2010 年代におけるわが国における

精神疾患の有病率、受診率などが明らかになると

期待される。②CIDIの診断評価の妥当性検討ため

の調査の準備を完了し，来年度から調査を開始す

ることが可能となった。③WPASEPH2014におい

て本研究に関連したプログラムを実施することは、

日本における精神医学と公衆衛生学の精神保健疫

学への関心を高め、それを持続的に発展させる重

要な機会になるため、関係する学会、団体等に広

く参画を呼びかけるとともに、その成果を公表し

ていくことが望まれる。 
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